
 
 

 

 
 
 
 

平成 29 年 3 月 28 日 
各 位 

会 社 名 株 式 会 社  北 越 銀 行 
代 表 者 名  取 締 役 頭 取  荒 城  哲 
   （コード：8325、東証第 1 部） 
問 合 せ 先  取締役総合企画部長 広川 和義 
   （ T E L  0 2 5 8 - 3 5 - 3 1 1 1 ） 

「第 19 次長期経営計画」の策定について 

 株式会社北越銀行（取締役頭取 荒城 哲）では、平成 29 年 4 月から平成 32 年 3 月まで

の 3 年間を計画期間とする「第 19 次長期経営計画」を策定しましたので、概要についてお知

らせいたします。 

 なお、平成 29 年 3 月 16 日付でお知らせしたとおり、当行は第四銀行との経営統合に関し

て検討を行っていますが、現時点で決定している事実はございませんので、本計画には同行

との経営統合に関する内容は織り込んでいません。 

記 

１．名  称 

  「第 19 次長期経営計画」 

～ ひたすら地元のために、そして明日（みらい）へ ～ 

２．計画期間 

  平成 29 年 4 月～平成 32 年 3 月 

３．経営目標 

「最適なソリューションを通じて、お客さまとの共通価値を創出し、地元 

の発展に力を尽くす銀行」 

 

４．戦略の概要、計数目標等 

別添の資料をご覧ください。 

 

以  上 

 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 
総合企画部 高野・渡辺 

 TEL 0258-39-7347 



株式会社 北越銀行

第19次長期経営計画
（平成29年４月 ～ 平成32年３月）

～ ひたすら地元のために、そして明日（みらい）へ ～



１－(１) 経営環境、戦略の方向性

当行を取り巻く経営環境 戦略の方向性

人口減少・高齢化、
事業所数の減少

金融緩和・マイナ
ス金利政策の継続

地方創生の進展

フィンテック・Ａ
Ｉの発展、ネット
取引の浸透

ライフスタイル・
嗜好の多様化

グローバル化

「地元で生きていく」

「ソリューションで稼ぐ」

「非対面チャネルでもっと
稼ぐ」

「経営基盤を強靱にする」

地元に徹底的にこだわり、「ソリューション」をベースにした営業を推進
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１－(２) 第19次長期経営計画の骨子

経営目標

「最適なソリューションを通じて、お客さまとの共通価値を創出し、地元の発展に力を尽くす銀行」

～ ひたすら地元のために、そして明日（みらい）へ ～

第19次長期経営計画
（平成29年４月～32年３月）

ソリューション営業戦略 経営基盤強靱化戦略

最良のソリューション・パートナーへの脱皮

いかなる環境変化にも耐えうる収益構造への変革

経営基盤の強靱化とグループシナジーの発揮

重点課題

顧客営業・チャネル戦略

地方創生戦略

グループ戦略

人材力・組織力強化戦略

業務改革戦略

リスクマネジメント・
市場運用戦略
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１－(３) 計数目標

項 目 28年度見込み
最終年度（31年度）

目 標

コア業務純益

（投信解約益除き）

78 億円

（ 57  〃 ）

60 億円

（ 60  〃 ）

自己資本比率（単体） 8.3 ％ 8 ％台

地元中小企業向け融資残高 5,740 億円 6,570 億円

個人ローン残高 3,945  〃 4,500  〃

うち 住宅ローン残高 3,605 〃 4,100 〃

カードローン残高 150  〃 180  〃

預り資産残高 3,245  〃 3,520  〃

法人役務手数料 11 〃 16 〃

事業承継支援先数 250 先 350 先

Ｍ＆Ａ支援先数 130 〃 180 〃

販路開拓支援先数 500 〃 700 〃

県内若年層人口に占める当行取引先の割合 43.9 ％ 45.0 ％

ＦＰ１級保有者数 54 名 80 名

地元中小企業向け融資残高：中小企業向け融資から、運用目的の貸出金・シンジケート・ローン、消費性資金のみ
の個人事業主を除いたもの

県内若年層人口に占める当行取引先の割合：新潟県内の20代人口に占める当行取引先の割合（当行算出ベース）
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（参 考）（役務収益等の計画）
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投信・保険
販売手数料

信託報酬
（投 信）

法人役務

外為売買益

その他
（為替等）

71 億円

89 億円

収益構造の転換にむけ、ソリューションを通じた法人部門の強化や投信販売でのストック収益
への転換（＝安定した信託報酬の確保）、外為関連等への取り組みをすすめる。

役務収益等の計画 役務収益等の構成比

その他
（為替等）

投信・保険
販売手数料

信託報酬
（投 信）

法人役務

外為売買益

28年度見込み 31年度



２－(１) 顧客営業・チャネル戦略（法人営業）

ソリューションを切り口にした法人営業を推進し、差別化を図る。

法人役務収益・外為収益の
更なる強化

融資構造変革による
貸出金収益の底上げ

新たな収益機会の創出

法人役務収益・外為
収益の更なる強化

創業支援

ビジネス・マッチング

シンジケート・ローン、私募債

海外進出支援、ものづくり・技術支援

成長ファンド 再生ファンド・ABL

成長分野支援 事業承継・Ｍ＆Ａ

関連会社連携

金利競争とは一線を画した、事業性評価に基づく融資
企業のライフステージに応じた支援・売上げ増加等にむけた本業支援
（ソリューション）の実施

事業承継・Ｍ＆Ａ、ＡＢＬ、シンジケート・ローン等の強化
ビジネス・マッチングのメニュー拡充・強化、法人保険推進
貿易・海外進出企業リストによる外為取引基盤の拡大

法人向け新ソリューション・プロダクトの取り組み
コベナンツ付等の新たな融資手法を活用した顧客領域の拡大
法人をメインターゲットとする証券顧客紹介業務の開始

ライフステージに応じた支援

法

人

営

業

創業期 成長期 成熟期 衰退期
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ソリューション営業部

ｿﾘｭｰｼｮﾝ推進Ｇ 事業戦略支援室

技術協力室

「技術協力室」などの各専門組織が、コンサル
ティング（専門的な事柄の相談）から一歩前に
すすんだソリューション（課題解決）を展開

法人営業専門チーム（29年４月～）



２－(１) 顧客営業・チャネル戦略（法人営業「事業性評価」）

6

① お客さま
との対話

② お客さま
を理解

③ 課題仮説
の抽出

④ 提 案
（ソリューション）

事業概要

業界動向
（３Ｃ）

当該業界での
勝ちパターン

内部環境
（強み・弱み）

外部環境
（機会・脅威）

経営資源
組織風土

想定される経営課題
提案すべきソリューション

事業性評価シートの活用を通じてお客さまとのリレーション・理解を深め、最適なソリュー
ションを提案。

本長計のスタートにあわせて本部組織を改正し、融資部に「事業性評価グループ」を設置。

事業性評価シート（イメージ）

融資部

融資総括課 事業性評価
グループ

債権管理室

事業性評価融資
推進委員会

事業性評価にかかる本部体制（29年４月～）

営業店と本部が一体となっ
て、事業性評価に基づく融
資を推進



２－(１) 顧客営業・チャネル戦略（個人営業・チャネル）

個人では、非対面チャネルの活用を徹底。リアルの店舗は広域エリア化（ブロック体制）
をすすめ、効率的・効果的な営業を展開。

対面・非対面両面での預り
資産営業の強化

住宅ローンの取り組み
強化とクロスセル推進

利鞘の高いカードローン
推進

タブレット端末の徹底活用等による店頭営業力の更なる強化
ネット取引拡充による投信残高積み上げ（「フロー収益」から「ストッ
ク収益」への転換）

営業店・暮らしの応援ひろば・ローンプラザ連携による業者対策
住宅ローン先に対するカードローン等のクロスセル促進

当行グループ会社保証のカードローン導入
スマホ・プッシュ通知など、徹底した広告宣伝による非対面での推進

店舗・営業体制の見直し 広域エリア化（ブロック体制）による地区毎の法人営業（渉外係）集約化

非対面チャネルの強化
オムニチャネル化の推進、スマホで取引完結できる仕組みの構築
ハローセンターの機能強化

営業店

ｺｰﾙｾﾝﾀｰ

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

外部
ﾊﾟｰﾄﾅｰ

ｿｰｼｬﾙ
ﾒﾃﾞｨｱ

モバイル

お客さま

（MCIF）

広域エリア化（ブロック体制）、オムニチャネル化の推進

Ａ支店

Ｂ支店 Ｃ支店Ｄ支店

店頭での提案・対応力の強化 ＣＳ専担者の配置、認知症サポーター養成

法人営業を集約

個

人

営

業

チ
ャ
ネ
ル
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提案力を高め、よりお客さまの目線に立った
ソリューション営業を推進



２－(２) 地方創生戦略

当行の生き残り（地元で生きていく）をかけた地域経済活性化に徹底貢献。

行政・外部機関との協働に
よる創生への積極的参画

企業のライフステージに応じたソリューションによる持続的成長サポー
ト、「しごと創生」の推進

地公体連携・地方創生パッケージによる「ひと創生」、「まち創生」の
推進
産官学金連携（技術協力室等）・補助金活用支援によるソリューション
を通じた新事業創出等の支援
ＰＦＩ・ＰＰＰ事業への積極的参画

地公体取引 各種機能サービス提案による指定金事務の効率化推進

地方創生への参画態勢

連 携

営業店

本 部

営業店長
（地方創生コーディネーター）

地公体との対応窓口

ソリューション営業部
（地方創生戦略チーム）

営業店・本部各部・関連会社と連携

連

携

地公体・外部機関

新潟県、長岡市等

地元大学・高専

商工会議所・商工会

中小企業基盤整備機構

にいがた産業創造機構

ＪＥＴＲＯ

ＲＥＶＩＣ

政府系金融機関 など連 携

住 民 企 業
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地域経済の持続
的成長サポート



２－(３) グループ戦略

関連会社の完全子会社化等を通じ、グループシナジーを最大化。

関連会社への出資比率
引き上げ

グループ連携施策の実施

銀行単体による出資比率を100％へ（＝銀行の完全子会社化、一部の関連
会社を除く）

→ グループ一体経営の強化、収益の囲い込み

専門人材育成にむけた関連会社トレーニー等の連携施策実施

当 行

北越
リース

ホクギ
ン経済
研究所

北越信
用保証

北越
カード

リース業務

クレジットカード
信用保証業務

信用保証業務

経済・社会に関する
調査研究・情報提供

完全子会社化により、
グループシナジー発揮
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３－(１) 人材力・組織力強化戦略

ソリューション営業人材

「業務知識」

「人 間 力」

「技能（スキル・情熱）」

法人役務収益・外為収益の
更なる強化

組織を変える営業店長人事
考課の改正

短期の業績に偏重しない役割行動を軸とした評価に改正
（多面評価：「お客さま目線」「行員目線」「全体目線」の導入）

多様な人材育成にむけた取り組み
きめ細かな処遇の実現

ソリューション営業人材の
育成

ソリューション営業にむけ
た本部支援態勢の整備

本長計の方向性を踏まえた本部組織改正（「ソリューション営業部」、
「事業性評価グループ」、「ダイレクト営業企画室」等の立ち上げ）

長期的な視点に立脚し、真にお客さまの役に立つ（ソリューション営業）人材を育成。

新人材育成プログラムを活
かす新人事制度への移行

ＦＰ１級保有者の増加、ＭＣ認定者のＦＰ２級取得推進
部店長を講師とする米百俵塾・休日セミナー開催
ソリューショントレーニーの実施、女性行員の職務領域拡大

人

材

力

働き方改革 仕事と家庭を両立できる仕組みの構築

組

織

力

良い組織

人材が最大限に
潜在力を発揮

良いビジネス

承認・自己実現
欲求の充足

人材育成

ソリューション
の提供

適切な評価・キャ
リアデザイン構築

人材が成長
→ 更に良い

組織へ

組織と人材の好循環
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３－(２) 業務改革戦略

法人役務収益・外為収益の
更なる強化

内部事務人材の育成
事務全般に精通したスペシャリスト育成（事務ライセンス制度導入）
役職者の更なる管理能力向上
新人、中堅行員の能力向上

物件費を中心とする適切
なコストコントロール

事前事後の費用対効果検証の徹底

営
業
店
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン

コ
ス
ト

高品質な事務処理を提供し、お客さまから評価される店舗をつくる。

営業店事務手続き
の高度化・軽量化

ペーパーレス化（紙の処理をデータの処理へ～タブレットの活用）
オペレーションレス化（行員による手続きを伴わないデータの処理へ
～バーコード・ＱＲコードの活用）
スリム化（既成概念に囚われない非効率事務・過剰検証の廃止・削減）

目指す姿

内部事務人材の育成
事務手続きの高度化・軽量化

高品質な
事務処理

お客さまから
の評価

手際がよい

洗練されている

待ち時間が少ない

事務ミスが発生しない

「高品質な事務処理」

11



３－(３) リスクマネジメント・市場運用戦略

法人役務収益・外為収益の
更なる強化

リスク管理
コンプライアンス

リスク管理態勢の強化と収益管理態勢の整備
リスクアペタイト・フレームワークへの対応
サイバーセキュリティへの対応
コンプライアンスに根差した業務運営と組織全体への意識浸透
金融商品販売におけるお客さま本位の業務運営

市場運用

リスク管理・コンプライアンス、ガバナンスへの取り組みにより、健全な経営体質を構築。

資金利益の確保とリスク面に留意した投資多様化
機動的売買による売却益確保とヘッジ等の活用による含み益の維持

「健全性の維持」と「収益性の向上」
について、バランスのとれた経営を
目指す

健全性
収益性 健全性 収益性
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ガバナンス コーポレートガバナンスの高度化



株式会社 北越銀行 総合企画部

ＴＥＬ：０２５８－３９－７３４７

ＦＡＸ：０２５８－３７－１９８６

Ｅ－ｍａｉｌ sogokikaku@hokuetsubank.co.jp

ホームページ http://www.hokuetsubank.co.jp/

お問い合わせ先

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、
リスクや不確実性を内包するものであり、経営環境の変化等により計画または予想の数値と異なる結果となる可
能性があります。


